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令和６年度独立行政法人 労働政策研究・研修機構に関する 

評価アンケート調査実施概要 

 

 

 

１．調査目的 

本調査は、労働政策研究・研修機構の第５期中期目標における「労働政策研究の成果に

ついての有識者を対象としたアンケート調査を実施し、下記基準により 2.2 以上の評価

を得る。〔大変有益：３、有意益:２、あまり有益でない：１、有益でない:０〕」及び「有

識者を対象としたアンケート調査において、ホームページの国内労働事情、海外労働情

報、統計情報の利用者から下記基準により 2.0 以上の評価を得る。〔大変有益：３、有益:

２、あまり有益でない：１、有益でない:０〕」との目標に基づき、労働分野の有識者等

を対象に機構に対する意見及び評価を広く把握し、その結果を業務改善等に反映するこ

とで、適正で質の高い業務運営の確保に資するとともに、独立行政法人評価に関する有識

者会議のための基礎資料とすることを目的として実施したものである。 

 

２．調査実施項目 

・依頼状発送       ：令和７年１月２９日（水） 
・アンケート回答受付開始日：令和７年１月３１日（金） 
・アンケート回答受付終了日：令和７年３月１７日（月） 

 

３．調査対象（ ）内は昨年度 

・学識経験者 ：    ９２４名 （   ９２４名） 

・地方行政官 ： ２８２名 （  ２８２名） 

・労働組合 ： ２８６名 （  ２８６名） 

・使用者 ： ２９５名 （  ２９５名） 

合   計 ： １，７８７名 （１，７８７名） 

 

４．回収率 

４８１件（回収率：２６．９％） *昨年度５４４件（回収率：３０．４％） 

 

  
令和６年度 昨年度 

調査対象数 回収数 回収率 回収率 

学識経験者 924 189 20.5 26.5 

地方行政官 282 143 50.7 51.8 

労働組合 286 86 30.1 34.3 

使用者 295 63 21.4 18.6 

合計 1,787 481 26.9 30.4 

 

５．委託先 

株式会社マーケティング・コミュニケーションズ 
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６．結果 

 

＜当機構の事業活動全般について＞ 

 

問１ 労働政策研究・研修機構（以下「機構」といいます。）をご存知ですか。あてはまるものを

一つお選びください。 

  1. よく知っている 

  2. 知っている 

3. 多少知っている（名前を見たり聞いたりしたことがある程度） 

  4. 全く知らない 

 

（認知率）４８１人中 認知率 ７７．１％ 

 

 

  

よく知っている

47.4

知っている

29.7

多少知っている（名前を

見たり聞いたりしたこと

がある程度）

14.6

全く知らない

8.3

（％）
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481(件) 228 143 70 40

100(％) 47.4 29.7 14.6 8.3
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問２ 機構のどのような活動をご存知ですか。あてはまるものをお選びください（複数回答可）。 

  1. 労働政策研究の実施 

（『調査研究の実施』、『研究成果の公表、提供』、『研究員の諸活動』等） 

   2. 内外の労働関係情報の収集・整理 

（『国内労働事情』、『海外労働情報』、『統計情報』、『労働図書館』等） 

  3. 労働関係情報の提供 

（『メールマガジン労働情報』、『ホームページ』、『労働政策フォーラム』、 

『日本労働研究雑誌』等） 

  4. 労働行政職員研修の実施 

（『一般研修』、『専門研修』、『オンライン公開講座』等） 

    5. その他（                         ） 

 

 

 

  

81.4

63.9

71.9

46.9

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

労働政策研究の実施（『調査研究の実施』、『研究成果の公

表、提供』、『研究員の諸活動』など）

内外の労働関係情報の収集・整理（『国内労働事情』、『海外

労働情報』、『統計情報』、『労働図書館』など）

労働関係情報の提供（『メールマガジン労働情報』、『ホーム

ページ』、『労働政策フォーラム』、『日本労働研究雑誌』など）

労働行政職員研修の実施（『一般研修』、『専門研修』、『オンラ

イン公開講座』など）

その他
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問３ 機構の活動を総合的に判断した場合、どのように評価しますか。あてはまるものを一つお

選びください。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）４４１人中 有益率 ９８．０％ 

 

 

  

大変有益である

49.2有益である

48.8

あまり有益でない

2.0

有益でない

0.0

（％）
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◆機構の調査研究成果物について 

 

問４ 機構の調査研究成果物を利用されたことがありますか。あてはまるものを一つお選びくだ

さい。 

  1. ある 

  2. ない 

 

（利用率）４４１人中 利用率 ６６．７％  

 

 

ある

66.7

ない

33.3

（％）

 

 

調

査

数

あ

る

な

い

441(件) 294 147

100(％) 66.7 33.3
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問５ 問４で「ある」と回答された方に伺います。あなたが利用された調査研究成果物は何です

か。あてはまるものをすべてお選びください。 

  1. 労働政策研究報告書 

  2. 労働政策レポート、ディスカッションペーパー 

  3. 調査シリーズ、資料シリーズ 

  4.『OHBY カード』、『VRT カード』、『キャリアインサイト』等職業情報・就職支援ツール、

『厚生労働省編職業分類』等職業解説などの研究開発成果物 

  5. その他（                         ） 

 

 

  

72.8

65.3

73.1

18.4

4.8

0% 20% 40% 60% 80%

労働政策研究報告書

労働政策レポート、ディスカッションペーパー

調査シリーズ、資料シリーズ

『OHBYカード』、『VRTカード』、『キャリアインサイト』等職業情

報・就職支援ツール、『厚生労働省編職業分類』等職業解説な

どの研究開発成果物

その他
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問６ その調査研究成果物はあなたの業務・研究にとって有益ですか。あてはまるものを一つお

選びください。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

（有益率）２９４人中 有益率 ９９．３％ 

 

 

 

 

問７ 問６でそのように判断された具体的理由がございましたらご入力下さい。また、機構の成

果物に関するご意見・ご要望がございましたらご入力下さい。 

 略 

  

大変有益である

61.9

有益である

37.4

あまり有益でない

0.7

有益でない

0.0

（％）

 

 

調

査

数

大

変

有

益

で

あ

る

有

益

で

あ

る

あ

ま

り

有

益

で

な

い

有

益

で

な

い

294(件) 182 110 2      -

100(％) 61.9 37.4 0.7      -
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◆機構のホームページ情報について 

 

問８ 機構のホームページ（https://www.jil.go.jp/）を利用されたことがありますか。あてはま

るものを一つお選びください。 

  1. ある 

  2. ない 

 

（利用率）４４１人中 利用率 ７１．９％ 

 

 

 

 

  

ある

71.9

ない

28.1

（％）
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問９ ホームページで提供している下記『国内労働事情」（https://www.jil.go.jp/kokunai/ 

index.html）を利用されたことがありますか。（ご利用がどれか一つだけでも結構です） 

あてはまるものを一つお選びください。 

【労使への取材やモニター調査等を通じて収集し、ホームページの『国内労働事情』『ビジ

ネス・レーバー・トレンド』『モニター調査』及びメールマガジン配信記事等で提供して

いる、雇用や人事労務管理などに関する国内情報】 

  1. ある 

  2. ない   

 

（利用率）３１７人中 利用率 ６０．６％ 

 

 

 

 

 

 

 

ある

60.6

ない

39.4

（％）

 

 

調

査

数

あ

る

な

い
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問 10 問９で「ある」と回答された方に伺います。『国内労働事情』は、有益ですか。 

あてはまるものを一つお選びください。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）１９２人中 有益率 ９８．４％ 

 

 

 

 

問 11 問 10でそのように判断された具体的理由、その他ご意見・ご要望がございましたら 

ご入力ください。 

 略 

  

大変有益である

56.3

有益である

42.2

あまり有益でない

1.6

有益でない

0.0

（％）
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192(件) 108 81 3      -

100(％) 56.3 42.2 1.6      -
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問 12 ホームページで提供している下記『海外労働情報』（https://www.jil.go.jp/foreign/ 

index.html）を利用されたことがありますか。（ご利用がどれか一つだけでも結構です） 

あてはまるものを一つお選びください。 

【『国別労働トピック』(主要国の最新の労働関係情報)、『フォーカス』(各種国際シンポジ

ウムの講演内容等)、諸外国に関する各種報告書 等】 

  1. ある 

  2. ない 

 

（利用率）３１７人中 利用率 ４９．２％ 

 

 

 

ある

49.2

ない

50.8

（％）
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317(件) 156 161

100(％) 49.2 50.8
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問 13 問 12で「ある」と回答された方に伺います。『海外労働情報』は、有益ですか。 

あてはまるものを一つお選びください。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）１５６人中 有益率 ９８．７％  

 

 

 

 

問 14 問 13でそのように判断された具体的理由、その他ご意見・ご要望がございましたら 

ご入力ください。 

 略 

 

 

大変有益である

69.2

有益である

29.5

あまり有益でない

1.3

有益でない

0.0

（％）
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156(件) 108 46 2      -

100(％) 69.2 29.5 1.3      -
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問 15 ホームページで提供している下記『統計情報』（https://www.jil.go.jp/kokunai/ 

statistics/index.html）を利用されたことがありますか。（ご利用がどれか一つだけ 

でも結構です） 

あてはまるものを一つお選びください。 

【『各種労働統計データ』(早わかりグラフでみる長期労働統計など)、『データブック国際

労働比較』(日本と諸外国の労働統計の国際比較資料集)、『ユースフル労働統計』(労働統

計の加工指標) など】 

  1. ある 

  2. ない 

 

（利用率）３１７人中 利用率 ７３．５％  

 

 

 

  

ある

73.5

ない

26.5

（％）

 

 

調
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数

あ
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な
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317(件) 233 84

100(％) 73.5 26.5
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問 16 問 15で「ある」と回答された方に伺います。『統計情報』は、有益ですか。 

あてはまるものを一つお選びください。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）２３３人中 有益率 ９９．１％  

 

 

 

問 17 問 16でそのように判断された具体的理由、その他ご意見・ご要望がございましたら 

ご入力ください。 

    略 

問 18 機構のホームページを通じた成果の提供や情報発信についてご意見・ご要望等が 

ございましたらご入力ください。 

 略 

大変有益である

58.8
有益である

40.3

あまり有益でない

0.9

有益でない

0.0

（％）
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233(件) 137 94 2      -

100(％) 58.8 40.3 0.9      -
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◆月刊誌『日本労働研究雑誌』について 

 

問 19 『日本労働研究雑誌』を利用されたことがありますか。あてはまるものを一つお選びく

ださい。 

  1. ある 

  2. ない  

 

（利用率）４４１人中 利用率 ５４．２％  

 

 

 

 

ある

54.2

ない

45.8

（％）

 

 

調

査

数

あ

る

な

い

441(件) 239 202

100(％) 54.2 45.8
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問 20 問 19で「ある」と回答された方に伺います。『日本労働研究雑誌』は、有益ですか。 

あてはまるものを一つお選びください。 

  1. 大変有益である 

2. 有益である 

3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）２３９人中 有益率 ９８．７％  

 

 

 

 

問 21 問 20でそのように判断された具体的理由、その他ご意見・ご要望があれば、ご入力くださ

い。 

 略 

  

大変有益である

64.4

有益である

34.3

あまり有益でない

1.3

有益でない

0.0

（％）

 

 

調

査

数

大

変

有

益

で

あ

る

有

益

で

あ

る

あ

ま

り

有
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で
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い

有

益

で

な

い

239(件) 154 82 3      -

100(％) 64.4 34.3 1.3      -
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◆機構の事業活動へのご意見等について 

問 22 機構の活動のうち、より充実すべきとお考えのものは何ですか。あてはまるものをすべて

お選びください（複数回答可）。 

    1. 労働政策に関する総合的な調査研究（『労働政策研究報告書』『ディスカッション・ペー

パー』等） 

   2. 研究員の諸活動（委員会等への参画、新聞・雑誌等への寄稿・執筆、講演 等） 

  3. 国内労働情報の収集・整理（『ビジネス・レーバー・トレンド』『調査シリーズ』等） 

  4. 海外労働情報の収集・整理（『国別労働トピック』『海外調査シリーズ』等） 

  5. 各種労働統計の収集・整理（『ユースフル労働統計』『データブック国際労働比較』等） 

  6. 調査研究成果等の普及（『メールマガジン労働情報』『日本労働研究雑誌』『ホームペー

ジ』『Japan Labor Issues』等） 

  7. 政策論議の場の提供（『労働政策フォーラム』の開催 等） 

   8. 労働行政職員研修の実施（『一般研修』『専門研修』等） 

    9. その他（                         ） 

  

 

 

問 23 機構の事業活動全般に対するご意見・ご要望等がありましたらご入力ください。 

 略 

 

62.4

26.3

43.8

32.7

43.1

38.1

24.9

26.5

2.9

0% 20% 40% 60% 80%

労働政策に関する総合的な調査研究（『労働政策研究報告書』

『ディスカッション・ペーパー』等）

研究員の諸活動（委員会等への参画、新聞・雑誌等への寄稿・執

筆、講演 等）

国内労働情報の収集・整理（『ビジネス・レーバー・トレンド』『調査

シリーズ』等）

海外労働情報の収集・整理（『国別労働トピック』『海外調査シリー

ズ』等）

各種労働統計の収集・整理（『ユースフル労働統計』『データブック

国際労働比較』等）

調査研究成果等の普及（『メールマガジン労働情報』『日本労働研

究雑誌』『ホームページ』『Japan Labor Issues』等）

政策論議の場の提供（『労働政策フォーラム』の開催等）

労働行政職員研修の実施（『一般研修』『専門研修』等）

その他
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441(件) 275 116 193 144 190 168 110 117 13

100(％) 62.4 26.3 43.8 32.7 43.1 38.1 24.9 26.5 2.9
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